（要請の経過）

冒頭、逢見副事務局・團野副事務局長より、「経済・雇用情勢の先行きに余談が許されないなか、今後の情勢変化に即応した機動的・追加的な対応を図っていただきたい」と要請した。
　引き続き、緊急雇用対策として、「雇用調整助成金の財源確保・支給制限の緩和等による雇用維持・確保に向けた対策を強化すべき」「既卒未就職者を含む新卒者の就職対策を強化すべき」「「訓練・生活支援給付制度」の拡充・恒久化や雇用保険の国庫負担率を4分の1とする等、国民の安心感を高めるための社会的セーフティネットの機能を強化すべき」「雇用創造対策として日本版グリーン・ニューディール対策を推進してほしい」、そして「政策を推進していく上で「政労使雇用対策会議（仮称）」を設置すべき」など、具体的な要請を行った。
　菅副総理からは、「具体化に向けて雇用対策本部事務局長である細川厚生労働副大臣とも連携し進めていただきたい」「政労使雇用対策会議（仮称）はいい形で実施できるようにしたい」「雇用対策を図っていく上でも、政労使が一体となった運動的要素が必要である」との回答があった。
　連合としては、今後、引き続き政府の緊急雇用対策本部とも連携するとともに、連合本部・構成組織・地方連合会が一体となり、雇用の安定と創出に向けた取組を推進していく。
